
4,929,914 　流　動　負　債 6,170,468

現 金 及 び 預 金 159,529 支 払 手 形 54,626

受 取 手 形 795,152 買 掛 金 2,902,686

売 掛 金 2,048,308 短 期 借 入 金 2,275,000

商 品 及 び 製 品 1,096,755 1年内返済予定の長期借入金 442,700

仕 掛 品 2,788 リ ー ス 債 務 1,124

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 464,292 未 払 金 359,853

前 払 費 用 18,540 未 払 法 人 税 等 45,884

未 収 入 金 372,565 未 払 消 費 税 等 3,125

繰 延 税 金 資 産 48,447 未 払 費 用 40,642

そ の 他 1,324 預 り 金 2,575

貸 倒 引 当 金 △ 77,789 賞 与 引 当 金 41,368

そ の 他 880

　固　定　負　債 956,111

長 期 借 入 金 601,300

退 職 給 付 引 当 金 296,354

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 27,412

長 期 預 り 保 証 金 31,045

3,166,972

（ 有 形 固 定 資 産 ） 2,893,921

建 物 762,989

構 築 物 29,624 7,126,580

機 械 及 び 装 置 369,853

車 両 運 搬 具 8,166

工 具 、 器 具 及 び 備 品 54,360 962,739

土 地 1,528,243 資 本 金 870,000

建 設 仮 勘 定 140,682 資 本 剰 余 金 271,320

（ 無 形 固 定 資 産 ） 31,023 　資 本 準 備 金 271,320

ソ フ ト ウ エ ア 12,833 利　益　剰　余　金 △ 178,429

の れ ん 10,625 　利 益 準 備 金 65,700

そ の 他 7,565 　その他利益剰余金 △ 244,129

（投資その他の資産） 242,028 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 244,129

　　　投 資 有 価 証 券 40,344 自　己　株　式 △ 151

関 係 会 社 株 式 54,823

長 期 前 払 費 用 6,036

会 員 権 6,555 　評価・換算差額等 7,567

保 証 金 1,200 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 7,567

敷 金 9,381

繰 延 税 金 資 産 108,630

そ の 他 18,411 970,307

貸 倒 引 当 金 △ 3,355

8,096,887 8,096,887

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（平成２６年３月３１日現在）

貸　借　対　照　表

（資　　産　　の　　部） 千円　 （負　　債　　の　　部） 千円　

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

純　資　産　合　計

資　産　合　計 負債純資産合計

（純　資　産　の　部）

　株　主　資　本

　流　動　資　産

 固　定　資　産

負　　債　　合　　計

 



8,743,013

7,374,861

　　売　 上 　総 　利 　益 1,368,152

1,026,322

　　営　業　利　益 341,829

受 取 利 息 及 び 配 当 金 886

設 備 賃 貸 料 1,164

そ の 他 22,028 24,079

支 払 利 息 35,622

手 形 売 却 損 2,684

そ の 他 4,716 43,023

　　経　常　利　益 322,885

特   別   利   益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 2,309

固 定 資 産 売 却 益 51 2,361

特   別   損   失
固 定 資 産 除 却 損 2,963

固 定 資 産 売 却 損 8,187 11,151

314,096

99,327

△ 115,044 △ 15,717

329,813
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

売　　　 上 　　　高

損　益　計　算　書
（自　平成２５年４月１日　至　平成２６年３月３１日）

科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　額

千円　 千円　

売　　上　　原　　価

販売費及び一般管理費

営　業　外　収　益

営　業　外　費　用

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 利 益
法 人 税 等 調 整 額



資本剰余金
その他
利益

資　本 利　益 剰余金 利益 自己 株主
準備金 準備金 繰越 剰余金 株式 資本

利益 合計 合計
剰余金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

当期首残高 870,000 271,320 65,700 △ 573,942 △ 508,242 △ 151 632,926

当期変動額

　当期純利益 329,813 329,813 329,813

　株主資本以外の項目の

　当期変動額（純額）

当期変動額合計 329,813 329,813 329,813

当期末残高 870,000 271,320 65,700 △ 244,129 △ 178,429 △ 151 962,739

評価・換算差額等
その他有価証券 純資産合計

評価差額金
千円 千円

当期首残高 4,411 637,337

当期変動額

　当期純利益 329,813

　株主資本以外の項目の

　当期変動額（純額） 3,156 3,156

当期変動額合計 3,156 332,969

当期末残高 7,567 970,307

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本等変動計算書
（自　平成25年4月1日　　至　平成26年3月31日）

株主資本
利益剰余金

資本金



個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

   ①子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

      ②その他有価証券 

    市場価格のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法 

    （評価差額は全部純資産直入法で処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 

    市場価格のないもの 移動平均法による原価法 

（２）デリバティブの評価基準及び評価方法 

   デリバティブ   時価法  

（３）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価 

               切下げの方法） 

（４）固定資産の減価償却の方法 

     ①有形固定資産（リース資産を除く） 

      定額法 なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で  

    均等償却 

   ②無形固定資産（リース資産を除く） 

    定額法 ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可 

    能期間（５年）に基づく定額法    

   ③リース資産 

    所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 

   ④長期前払費用 

     均等償却によっております。 

（５）引当金の計上基準 

   ①貸 倒 引 当 金           売掛金等債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

               ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

               ついては個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上

               しております。 

    ②賞 与 引 当 金           従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計

               上しております。 

    

 

 

 



 ③退 職 給 付 引 当 金           従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付

               債務の見込額に基づき、当期末において発生していると認

               められる額を計上しております。なお、退職給付引当金の

               対象従業員が300名未満であるため、簡便法によっており、

                             退職給付債務の金額は当期末自己都合要支給額としており 

                             ます。 

   ④役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要 

支給額を計上しております。 

（６）ヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

    金利スワップの特例処理の要件を満たす金利スワップについて、特例処理を採用 

しております。 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段 デリバティブ取引（金利スワップ） 

    ヘッジ対象 変動金利建の借入金 

  ③ヘッジ方針 

    将来の借入金利の上昇に伴うリスクに対し、借入額の範囲内で金利スワップ取引に

より、ヘッジを行う方針であります。 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する条件が同一であり、ヘッジ開始時及び

その後も継続して相場変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘ

ッジ有効性の判定は省略しております。 

（７）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額                    7,104,375 千円 

 （２）銀行借入に対する親会社からの保証 

    東ソー㈱                                        3,169,000 千円 

（３）関係会社に対する金銭債権債務 

    短期金銭債権                   36,619 千円 

    短期金銭債務                   276,802 千円 

 （４）手形債権流動化 

    受取手形の債権流動化による譲渡残高       1,054,012 千円 

     なお、受取手形の流動化に伴い、信用補完目的の留保金額 143,724千円を 

    未収入金に含めて表示しております。 

 

 

 

 



３．損益計算書に関する注記 

（１）関係会社との取引高 

   営業取引による取引高 

    仕入高                                         509,030 千円 

   営業取引以外の取引高                        126,506 千円 

 （２）通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額 

               売上原価                      632 千円 

   

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

 （１）当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数 

    普通株式                      22,000,000 株 

 （２）当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

    普通株式                        4,200 株  

（３）配当に関する事項 

    該当事項はありません。 

 （４）当事業年度末における新株予約権（行使期間の初日が到来していないものを除く）

    の目的となる株式の種類及び数 

    該当事項はありません。 

 

５．税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   繰延税金資産（流動） 

    貸倒引当金                    28,003 千円 

賞与引当金                             14,396 千円 

    未払事業税                                        3,266 千円 

    たな卸資産                                         2,072 千円 

        その他                                               809 千円 

    評価性引当額                                       △100 千円 

          繰延税金資産（流動）合計           48,447 千円 

     

繰延税金資産（固定） 

    退職給付引当金                          103,131 千円 

役員退職慰労引当金                        9,539 千円 

    ゴルフ会員権評価損                                 4,747 千円 

    その他                               20 千円 

    評価性引当額                                     △4,768 千円 

          繰延税金資産（固定）合計            112,669 千円 

 

 

 



 

繰延税金負債（固定） 

    その他有価証券評価差額金                △4,039 千円 

              繰延税金負債（固定）合計       △4,039 千円 

   繰延税金資産（固定）の純額                108,630 千円 

 

６．金融商品に関する注記  

（１）金融商品の状況に関する事項 

  ①金融商品に対する取組方針 

     当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また､資金調達については

銀行借入及び親会社からの借入による方針です。デリバティブは、借入金の金利変動

リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。 

    ②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

     営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該

リスクに関しては、当社の与信管理規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理

を行うとともに、主な取引先の信用状況を半期ごとに把握する体制としています。 

     投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが､主に業務

上の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告され

ております。 

    営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。

    借入金のうち､短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原

   則として５年以内）は主に設備投資に係る資金調達です。 

    デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規定に従ってお

り、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために､格付の

高い金融機関とのみ取引を行っています。 

    また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、月次に

資金計画を作成するなどの方法により管理しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２）金融商品の時価等に関する事項 

  平成26年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額 

については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの

は、次表には含まれていません（（注2）参照）。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額（※1） 時価（※1） 差額 

(1)現金及び預金 159,529 159,529  －

(2)受取手形 

  貸倒引当金（※3） 

  

795,152 

△36,443    

758,708  758,708   －

(3)売掛金 

  貸倒引当金（※3） 

 

2,048,308  

△41,346    

2,006,962 2,006,962  －

(4)未収入金   372,565  372,565  －

(5)投資有価証券 

その他有価証券 37,139 37,139   －

(6)買掛金 （2,902,686） （2,902,686）             －

(7)短期借入金 （2,275,000） （2,275,000）       －

(8)未払金 (359,853)   (359,853)              －

(9)未払法人税等 （45,884） (45,884)  －

(10)長期借入金（※2） （1,044,000） （1,046,782） 2,782

(11)デリバティブ取引 － － －

（※1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 

（※2）長期借入金には1年内返済予定の長期借入金を含めております。 

（※3）受取手形、売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

（1）現金及び預金、（2）受取手形、（3）売掛金、並びに（4）未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっています。 

 （5）投資有価証券 

    これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。 

 （6）買掛金、（7）短期借入金、（8）未払金、並びに（9）未払法人税等 

    これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっています。 

 （10）長期借入金  

    長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当

社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似してい

ると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利

金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方

法によっています。 



（注２）非上場株式（貸借対照表計上額3,205千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャ

ッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と

認められるため、｢（5）投資有価証券 その他有価証券｣には含めておりません。

なお、関係会社株式54,823千円についても同様であります。 

 

７．賃貸等不動産に関する注記  

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項 

  当社は、茨城県において工場を有しておりますが、その一部（土地を含む）を子会社㈱

ポリビンサービスへ賃貸しております。 

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項 

                                                         （単位：千円） 

貸借対照表計上額 時価 

        394,358        417,000 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

（注２）当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であ

ります。 

 

８．持分法損益等に関する注記 

（１）関連会社に対する投資の金額            33,972 千円 

（２）持分法を適用した場合の投資の金額                113,140 千円 

（３）持分法を適用した場合の投資利益の金額       15,929 千円 

 

９．関連当事者との取引に関する注記 

（１）親会社及び法人主要株主等 

（単位：千円） 

種類 
会社等の

名称 

議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社 東ソー㈱ 

被所有 

直接 64.6% 

間接  0.5% 

資金の借入

債務被保証

役員の兼任

資金の借入 1,200,000 短期借入金 150,000

借入金の返済 1,250,000

利息の支払 2,421 － －

債務被保証 3,169,000    － －

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

（注２）当社の金融機関よりの借入について、債務保証を受けております。なお、被債務 

保証に対しての保証料は支払っておりません。 

 

 

 

 



（２）関連会社等 

（単位：千円） 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者 

との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

 

関連会社 

 

ﾄｰｿｰ・ﾎﾟﾘﾋﾞﾝ・

ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 

 

25% 
原材料の販売 

役員の兼任 

原材料の販売 121,786 未収入金 

 

34,606

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）原材料の販売については、市場価格等を勘案し一般的取引金額と同様に決定してお

ります。 

（注２）取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めております。 

 

（３）兄弟会社等 

（単位：千円） 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等

の所有（被

所有）割合 

関連当事者 

との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

 

親会社の 

子会社 

 

大洋塩ビ㈱ 
なし 

原材料の購入 

 

原材料の購入 1,039,462 未収入金 

買掛金 

134,240

759,284

 

親会社の 

子会社 

東ｿｰ・ﾆｯｹﾐ㈱
なし 

原材料の購入 

 

原材料の購入 314,522 買掛金    195,636

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）原材料の購入については、大洋塩ビ㈱、東ソー・ニッケミ㈱以外からも複数の見積

りを入手し、市場の実勢価格を勘案して発注先及び価格を決定しております。 

（注２）取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めております。 

 

１０．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額     44 円 11 銭 

１株当たり当期純利益    14 円 99 銭 

 

１１．退職給付に関する注記 

（１）採用している退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けています。 

（２）退職給付債務（簡便法）に関する事項（平成26年3月31日） 

   イ．退職給付債務                296,354 千円 

   ロ．未積立退職給付債務                 296,354 千円 

   ハ．退職給付引当金                     296,354 千円 

   ＊在籍する従業員については退職給付制度全体としての自己都合要支給額を退職給

付債務とする方法によっております。 

（３）退職給付費用に関する事項 

    退職給付費用                     27,018 千円 



１２．重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 




